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デリバリー方式の中学校給食の課題 

−2011 年・2019 年の神戸市アンケート調査を踏まえて− 

 

鳫
がん

 咲子（跡見学園女子大学） 

 

１．中学校給食の現状と意義 

1-1.全国の中学校給食の実施状況 

小中学校の昼食には、「完全給食（牛乳、おかず、主食）」、「補食給食（牛乳と

おかずのみ）」、「ミルク給食（牛乳のみ）」、「給食無し」の４パターンがある。公

立学校における完全給食実施率（人数比）は、小学生が 99.7％であるのに対し

て、中学生は 85.3％と小学生とは開きがある1。 

小学校の給食は、都市部を中心に戦前から実施され、戦争中の中断や戦後の海

外からの支援の時代を経て、1960 年代後半に完全給食実施率は 90％以上になっ

た。一方、中学校は、戦前は義務教育ではなく、戦後、義務教育としてスタート

したため、完全給食の実施も小学校に遅れた。その後も、1970〜2010 年まで 40

年間も 50〜60％の実施率に留まっていた。 

公立中学校で完全給食が実施されていない地域を都道府県別にみると、大きな

偏りがある（図表 1）。東日本では神奈川・岩手、西日本では京都・高知・佐賀・

滋賀・広島・兵庫・和歌山の各府県で未実施率が高い。 

                                                      
1 文部科学省（2019）「平成 30 年度学校給食実施状況調査」。 
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1-2.家庭の食格差を埋める学校給食 

完全給食のない中学校においても、朝食を食べずに登校する生徒が少なくな

い。2011 年の神戸市の調査では2、朝食を食べる割合は、高学年になるほど低く

なり、女子よりも男子が低くなっていた。食べない理由は、「食べる時間がない」

「朝食が用意されていない」「いつも食べないから」との理由は高学年ほど多く

なり、反対に「食欲がない」との理由は高学年になると減っていた。2019 年度

の調査でも朝食欠食が中学生 7.4％、小学生 6.0％いる3。この割合は、兵庫県全

体（中学生 7.2％、小学生 5.1％）、全国（中学生 6.9％、小学生 4.6％）と比べ

てやや高めであり、朝食欠食の子どもは学力テストの正答率が低い傾向にある

ことがわかっている。 

さらに、2011 年の調査では保護者自身が朝食を食べているかと、その子ども

である中学生が朝食を食べているかの関係も明らかになっていた。保護者が「必

ず朝食を食べる」家庭では、その子どもの９割が「必ず朝食を食べる又はたいて

い食べる」と回答していたが、保護者が「朝食を食べない」家庭では、その子ど

もの４割が「食べない時が多い・食べない」と回答していた（図表 2）。ちなみ

に調査に回答した保護者の性別は約 96％が女性で、主に母親による回答と考え

られる。 

                                                      
2 神戸市（2011）「中学生の食生活と昼食に関するアンケート」。 
3 神戸市（2020）「平成 31 年度（令和元年度）全国学力・学習状況調査 神戸市

学力定着度調査報告書」。 

生徒の朝食摂取状況と保護者の食習慣
（神戸市）

図表2

（出所）神戸市「中学生の食生活と昼食に関するアンケート」２０１１年11月。
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最近の調査では、「保護者の健康状態」が悪い場合に朝食欠食が多い傾向にあ

ることも分かってきた（図表 3）。給食には、このような子どもの食生活格差を

小さくする働きがある。 

 

２．デリバリー給食実施前の状況 

2-1.給食のない中学校における昼食 

2011 年の神戸市の調査では、「ほとんど毎日家庭弁当を持参する生徒」の 88.

３％は朝食を「必ず・たいてい食べている」、朝食を「食べない時が多い・食べ

ない」生徒は 5.7％であった。逆に、「ほとんど家庭弁当を持参しない生徒」の

37％は朝食を「食べない時が多い・食べない」、朝食を「必ず・たいてい食べて

いる」生徒は 46.３％であった。すなわち、昼食が弁当でない生徒の 37％という

少なくない人数の生徒が、週にかなりの割合で、朝食を食べてない。大阪市の調

査でも、弁当をほとんど持って来ない中学生は朝食を食べる回数が少ない一方、

毎日弁当を持って来ている中学生は朝食も毎日食べていることがわかっている
4。朝食欠食有りと弁当を持ってこないことに有意な関連がある。 

 食育の観点からは、自分で弁当を作ることを学んで欲しいという意見もある。

しかし、現実には、2011 年の神戸市の調査が示すように「自分で作るか、手伝

うことがある」のは、女子で約 38％、男子は、約 24％にとどまっていた。男子

の約 74％、女子の約 61％は、「作らないし、手伝いもしない」という状況であっ

た。 

                                                      
4 大阪市中学校給食検討会議（2008）「食生活等に関するアンケート調査」。 

（出所）横浜市「実態把握のための調査実施結果報告書（平成27年度）」。

保護者の健康状態別、朝ごはんの習慣

 

図表3
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 2011 年の調査時点において、神戸市の中学生は９割以上が家庭弁当を持参し

ていた。弁当を持ってこない生徒のためには、1 食 400〜450 円程度の事前申し

込み制の校内弁当販売制度が 2002 年からあった。家庭弁当を持参しない生徒へ

の昼食対策として、弁当販売制度が有効であると教職員の約 8 割が評価してい

た。しかし、校内弁当販売制度の利用率は、2002 年度の発足当時は 3.5％あった

が、2010 年度には、0.9％まで落ち込んでいた。弁当をほとんど持ってこない生

徒でも、この弁当販売を月に数回以上利用しているのは３割以下で、７割以上は

弁当販売を利用していなかった。 

 家庭弁当を食べている場合以外の弁当販売を利用しない理由は、男子では（コ

ンビニなどと比べて）「弁当の価格が高いから」、女子では「弁当の量が多いか

ら」、「他の人が利用していないから」、「近くのコンビニなどで弁当やパンを買う

から」という回答が目立った。販売されている弁当は、女子の４割にとって量が

多く、男子の２割にとっては量が少ないという結果であった。画一的な量の業者

弁当を食べさせる場合には、中学生では男女の食べる量が違うことが問題であ

った。これは、デリバリー方式のランチボックス給食になっても課題として残さ

れている。 

 

2-2.給食実施のニーズとジェンダー格差 

完全給食の実施前の各自治体の調査では、教職員の意見は完全給食必要が２、

３割にとどまり、６、７割が給食実施に反対の意見であったが、保護者の意見は、

約 8 割が完全給食実施を必要とする結果だった5。中学生自身は、必要・不要の

意見が４割くらいずつに分かれていた。教職員が完全給食実施に積極的になれ

ない理由としては、業務負担の増加、給食費滞納への対応の問題が挙げられてい

る。 

2011 年の神戸市の調査では、中学生の昼食の望ましい形態について、学校給

食派と家庭弁当派と分けて集計をしていた。他の自治体の調査同様、保護者の約

75％が学校給食派であったが、教職員の学校給食派は約 17％にとどまり、家庭

弁当派が約 81％を占めた。しかし、男性教職員と女性教職員では、それぞれの

支持率が８ポイント程度異なり、学校給食派が多いのは女性教職員であった。 

保護者でも、男性と女性では 12 ポイント程度異なり、学校給食派が多いのは

女性保護者であった（図表 4）。さらに、保護者では、小学生以下の兄弟がいる

場合、保護者自身が中学校給食を経験している場合、家事専業より就業している

                                                      
5 大阪市同上、北九州市食育推進会議（2008）「食育及び中学校給食に関する意

識調査結果」、川崎市教育委員会（2014）「中学校における昼食についてのアン

ケート」。 
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場合に学校給食派が多くなっていた。教職員の意見、保護者の意見といっても、

男性と女性では同じ意見とは限らない。その他、給食支持の保護者の意見として

は、部活動参加等のため早朝に作った弁当の衛生管理面の不安、好き嫌いが減

る、給食で汁物や温かい食事の摂取ができること、弁当を作れない家庭環境の生

徒も同じ食事摂取が可能なことなどが挙げられていた。 

 
 保護者以外も含んだ一般市民は、学校給食派約 53％と家庭弁当派約 49％とに

二分された。一般市民も男性と女性では５ポイント程度異なる。小学生・未就学

児のいる世帯、30 代、パートタイマーで勤務、親子２世代の核家族などで学校

給食派が多くなっていた。多忙な女性ほど学校給食の意義を感じていた。 

中学生自身は、学校給食派約 18％に対して家庭弁当派が約 53％と優勢であっ

たが、学年が 1 年から 3 年と高くなると「小学校のような給食がよい」と思う

生徒が多かった。大阪市と北九州市の調査では、中学生自身が完全給食実施に賛

成する理由として「家庭での弁当作りの負担が軽減される」を挙げる割合は、保

護者や教職員よりも高くなっていた。子どもは、家庭で忙しい親が弁当を作って

いるのを知っている。 

 朝食を食べない中学生が給食のない公立中学校に通っている場合、コンビニ

で弁当やパンを買うことも多いが、給食と比べて成長期に十分な栄養が確保で

きず、勉強などに身が入るか心配である。完全給食実施前の 2011 年の神戸市の

調査結果では、働く母親を中心とする保護者は、切実に給食実施を希望してい

た。  

 

2-3.教職員の心配 

 2011 年の神戸市の調査で教職員が学校給食実施の課題と考えていることは、

保護者にとって中学生の昼食の望ましい形態
（神戸市）

女性の保護者方が学校給食派の割合が高い

（出所）神戸市「中学生の食生活と昼食に関するアンケート」２０１１年11月。

図表4
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「配膳室の整備など設備上の課題」の回答率が最も高く、次いで「給食費の徴

収・管理など教職員の時間的・精神的負担」、「残食」、「食物アレルギー・異物混

入などのリスク」、「給食当番をまじめにやらない・いたずらをする等生徒指導上

の課題」、「授業や部活動への時間の影響」の順に高くなっていた。 

 学校教育にとってのプラス面としては、「弁当を持参しない生徒にもバランス

のよい食事提供」、「生徒の健康増進」は半数以上の高い回答率だった。しかし、

「給食を利用し教科学習を深める」、「食育上の効果」は４分の１以下の低い回答

率であった。 

 教職員は、学校給食実施には様々な課題があると感じる一方で、生徒の生活習

慣で心配なこととして、「就寝時間の遅さ」「偏食」「睡眠不足」「欠食」を挙げて

いた。このうち、「偏食」「欠食」の問題は学校給食と密接に関係する。保護者の

心配のうち「就寝時間の遅さ」「睡眠不足」が上位なのは教職員と一致していた

が、「欠食」「偏食」については教職員ほど心配であるとの回答がみられなかった。

中学生の食習慣については、我が子を中心に見る保護者と、様々な子どもを見て

いる教職員との違いが回答に表れていた。 

 学校給食よりも家庭弁当がよいと思う点は、教職員では、「個々の成長への配

慮」、「親子の絆」、「教職員の負担増」などとなっていた。保護者では、「親子の

絆」、「個々の成長への配慮」などとなっていた。一般市民では、「個々の成長へ

の配慮」、「親子の絆」などとなっていた。その他の家庭弁当支持の保護者の意見

としては、食券購入等の手間が不要、給食費の滞納者のために給食の質が低下す

る、他の家族の弁当とあわせて作る、アレルギーのある生徒の精神的負担の軽減

などが挙げられていた。 

 逆に、家庭弁当より学校給食がよいと思う点は、教職員では、「栄養」、「経済

的に恵まれない生徒への配慮」、「家庭での負担軽減」などとなっていた。保護者

では、「栄養」、「家庭での負担軽減」、「衛生管理等安全性の確保」などとなって

いた。一般市民では、「栄養」、「経済的に恵まれない生徒への配慮」、「家庭での

負担軽減」などとなっていた。子どもの食格差と学校給食の役割に関する研究も

あるが6、給食以外の昼食で給食並みの栄養を中学生が確保することは、かなり

難しい。 

 中学生自身も、多忙な母親を見て「日々の弁当作りは、大変な作業である」と

思っていた。教職員は、弁当を持参しない生徒はバランスのよい食事がとれてい

ないことに気がついていた。しかし、既に多忙な業務の中、給食費の徴収・給食

指導など給食に関する新たな負担が増えることには積極的にはなれない現実が

                                                      
6 阿部彩・村山伸子・可知悠子・鳫咲子（2018）『子どもの貧困と食格差』大月

書店、30〜35 頁。 
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あった。 

３．学校給食の実施方式と費用 

 ここで、給食の味、質の問題と関係する学校給食の実施方式について、まとめ

ると次の通りである。 

3-1.調理場所による違い 

 まず、調理場所による分類として、「自校方式」、「センター方式」、「親子方式」、

「デリバリー方式」がある。神戸市の小学校 162 校のうち、139 校（85％）が「自

校方式」、24 校（15％）が「センター方式」の給食である7。神戸市アンケートの

「小学校のような給食」は概ね「自校方式」がイメージされるが、この方式は、

各学校内に給食調理施設があり、調理後食べるまでの時間が短く、暖かい物が冷

めない出来たてを食べられるというメリットがある。 

 「センター方式」では、複数校の給食を一括して共同調理場でつくるので、調

理後食べるまでの時間は自校方式よりも長くなる。暖かい物の保温には気を配

っているが、出来たてというわけではないので、その分、味にも影響するだろう。

施設を集約しているので、調理員の数が「自校方式」よりも少なくてすみ、人件

費・維持管理費が抑制できるメリットがある。 

 「親子方式」は、一般的に距離の近い学校同士のうち、自校内に給食の調理施

設を持つ学校が「親」となり、自校の給食に加えて、調理施設のない「子」とな

る学校の給食も調理し、配送する方式である。「自校方式」と「センター方式」

の中間ともいえる。2009 年度から開始された北九州市の公立中学校の学校給食

は、小学校が中学校にも配食する方式である。2011 年時点では、神戸市でも自

校給食の小学校 142 校の 65％にあたる 92 校で、少子化などによる小学生の減少

で 100 食以上の供給可能食数があると推定されていた8。 

給食に関する費用のうち、食材費は保護者が給食費として負担している。市町

村が税金で負担するのは、施設の建設費など初期投資費、施設や備品の修繕更新

費、人件費・光熱費など維持管理・運営費である。このうち、初期投資費には国

庫補助がある。 

 「デリバリー方式」は民間事業者の施設で調理された給食を各校に配送する方

式なので、配膳室のみで給食室の整備が必要ない。また、給食施設の建設・修繕

費が民間業者への毎年の委託料に含まれるので、毎年支出される維持管理・運営

費が安い訳ではないが、施設の建設費など初期投資費が要らないので当初の負

                                                      
7 神戸市ホームページ「給食のしくみ」

〈https://www.city.kobe.lg.jp/a54017/kosodate/gakko/school/lunch/nagar

e/index.html〉（2020 年３月 15 日閲覧）。 
8 神戸市立中学校の昼食のあり方検討会（2011）「中学校給食実施時における実

施方式毎の経費試算について」。 
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担は少なくすむ。 

 神戸市が初期投資・維持管理運営費について 40 年間の運営期間で比較した試

算では、「デリバリー方式」が自治体の負担するコストが最も安く、「センター方

式」、「親子方式」、「自校方式」の順に高くなっていた（図表 5）。初期投資費は

学校給食開始までに必要な給食室・配膳室・設備備品などの経費である。修繕更

新費は、施設・設備の劣化に応じて必要となる修繕や設備・備品の更新に必要な

費用である。維持管理・運営費は、人件費・配送費・光熱水費など毎年かかる費

用である。 

 

 「自校方式」と「センター方式」の初期投資費には、国から補助金がもらえる

制度があり、「親子方式」と「デリバリー方式」にはない。もし、「センター方式」

への神戸市試算の約９億円の補助金がなければ、「センター方式」の初期投資額

はその分増加し、その場合は「親子方式」が「デリバリー方式」に次いでコスト

が安くなる。「センター方式」の自治体が負担する費用の安さは、国の補助金に

よる結果と言える。 

 全国の小学生の給食は、学校内の給食室で作る「自校方式」が 58.5%、複数の

学校の給食を一括して共同調理場で作る「センター方式」が 41.1%で、「デリバ

リー方式」は 0.4％にすぎない（図表 6）。しかし、中学生の給食は、「自校方式」

30.1%、「センター方式」58.0%で、「デリバリー方式」が 11.9％と小学生より高

めである。デリバリー方式では、食中毒を防ぐため、10℃以下の温度で運ばなけ

ればならないが、中学校では、コンビニのように電子レンジで温めることはでき

ない。小学校の時に、自校方式の出来たての給食を食べていた子どもにとって、

中学校のデリバリー方式の給食は「冷たくておいしくない」ということになる。

調理方式別自治体財政負担額の比較（神戸市の試算）

（注）運営期間40年間の総額。他に、給食費補助のための就学援助費等が年間4.2億円必要と試算されている。
（出所）神戸市立中学校の昼食のあり方検討会「中学校給食実施時における実施方式毎の経費試算について」2011年
12月。

( ) 143 65 126 19 16 

263 108 223 35 15 

649 745 542 702 736 

1,054 918 892 756 768 

1,054 

918 
892 

756 768 

0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

1,200 （億円）

図表5
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比較的古くから給食施設が整備されてきた小学校は「自校方式」が多く、新しく

整備された中学校は経済効率性が重視され「センター方式」が多いのが、全国的

な傾向である。 

 
3-2.提供方法による違い 

 次に、提供方法による分類として、2011 年の神戸市のアンケートで「小学校

のような給食」と呼ばれていた「食缶方式」と、弁当給食（箱弁）と呼ばれてい

た「弁当箱方式」がある。 

 調理したおかずを種類毎にまとめて入れる容器を食缶と呼ぶ。「食缶型」では、

多くの小学校の給食のように、クラス単位で全員のおかずなどが種類毎にまと

めて入っている「食缶」から給食当番が配膳する。「食缶方式」は、配膳に慣れ

る必要があるが、各自の食べる量に応じた配膳の調節も可能である。 

 「弁当箱方式」は、「食缶型」より配膳が簡単で時間がかからないことから、

昼休み時間の短い中学校で選ばれやすいという実態があるが、量が合わないと

いう問題が生じる。「弁当箱型」のデリバリー方式では、全員が給食を食べるの

ではなく、希望者のみの給食になることもある。希望する家庭は、前もって給食

費を前払いして申し込むことになるので、給食費未納の問題は生じないが、申し

込まなかった子どもは給食を食べることができない。 

また、2011 年の神戸市の試算では、給食費補助のための就学援助費等が年間

4.2 億円必要と試算されていた。就学援助は、生活保護の 1.3 倍程度の所得の低

所得家庭を対象に小中学生の給食費や学用品費を市町村が支援する制度である。

全国の小中学生の 15.2 %、145 万人が支援を受けている9。給食費に対する支援

                                                      
9 文部科学省（2019）「平成 28 年度就学援助実施状況等調査」。 

29.5

58.1 

60.2

41.1 

10.2

0.8 

（％）

調理方式別学校給食実施状況（公立小・中学校児童生徒）

（注）中学校には中等教育学校前期課程を含む。

（出所）文部科学省「平成30年度学校給食実施状況調査」より作成。

図表6
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なので、中学校で給食がなければ支援を受けることはできない。 

４．デリバリー給食の課題 

4-1.低い喫食率と残食 

中学校給食は、2014 年度から一部で開始され、2016 年度からは全 82 校で、

「デリバリー方式」のランチボックス(=「弁当箱方式」)で実施されている10。

2015 年に発生した給食への虫や金属片などの異物混入事件後、神戸市では、神

戸市中学校給食の検証・検討に関する有識者会議11の議論を経て、異物混入事案

について情報公開のガイドライン12が作られ 2016 年度から給食が再開された。 

2019 年時点の中学校における学校給食の喫食率は 33.5％に留まり、残りは家

庭弁当 64.8％、パン等 1.6％、無回答 0.1％（18 人）となっている。「デリバリ

ー方式」の学校給食になり、以前の校内弁当販売制度よりは喫食率が上がった

が、多くの課題が残されている。そこで、喫食率向上のために全生徒・保護者を

対象とするアンケート調査が行われた13。以下は、この 2019 年のアンケート調

査結果による。 

 給食を食べている生徒にとって給食への不満として、「味付けが薄い」が全体

では 37％のところ、男子で 40％、３年生で 40％と高い。「ごはんの量が多い」

は全体では 20％であるが、女子では 33％、１年生では 25％と高い。「おかずの

量が多い」も全体で 20％のところ、女子 27％、１年生 25％と高い。 

 その結果、「給食をいつも残す」のが全体では 31％であるが、女子では 41％、

３年生では 35％と高い。反対に「いつも残さない」は、全体では 19％であるが、

１年生で 22％である。「残す理由」は、「冷たい」が全体では 50％であるが、男

子は 60％である。「苦手なもの」を理由としたのは、全体では 45％であるが、３

年生が 50％と高い。「量が多い」を理由としたのは、全体 35％であるが、女子が

50％、１年生が 44％と高い。「時間不足」を挙げるのも全体 28％であるが、女子

が 33％と高めである。女子と男子では、残す主な理由が異なっていることに注

意が必要である。（図表 7）。 

                                                      
10 神戸市・前掲注７。 
11 神戸市ホームページ

〈https://www.city.kobe.lg.jp/a54017/kosodate/gakko/school/lunch/mskyu

syoku/kensyou.html〉（2020 年３月 15 日閲覧）。 
12 神戸市（2016）「異物混入事案について情報公開のガイドライン」 

〈http://www.city.kobe.lg.jp/child/school/lunch/kyusyoku/img/ibutuguid

eline.pdf〉（2020 年３月 15 日閲覧）。 
13 神戸市（2019）「中学校給食に関するアンケート結果報告書」。 
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 また、「牛乳をいつも残さない」のは、全体で 79％であるが、男子が 85％と高

い。反対に「いつも残す」のは、全体で９％のところ、女子と３年生は 13％と

高い。「牛乳を残す理由」は、「味が苦手」が全体で 40％であるが女子は 44％と

高く、「他の献立と味が合わない」が全体で 34％のところ男子は 39％、「時間不

足」が全体で 16％のところ１年生は 20％と高い。「他の献立と味が合わない」

は、「デリバリー方式」のランチボックスが米飯中心で、パンが提供されないた

めに出た声と思われる。また、「自宅で牛乳」を「よく飲む」のも全体では 37％

であるが男子は 45％と高く、反対に「ほとんど飲まない」が全体 30％であるが

女子は 37％と高く、女子に牛乳嫌いが多いことがうかがえる。そして、「もっと

牛乳を飲むには」、粉末のコーヒー牛乳の素である「ミルメーク」を求める声が

男女学年を問わず 60％以上と高い。 

 参考になる事例として、給食にパンなどを出さない完全米飯給食を実施して

いた新潟県三条市では、2014 年度から給食時の牛乳提供を試行的にやめたが、

献立を工夫しても必要な栄養摂取基準を満たせなかったため、2015 年から給食

の時間以外に牛乳を飲むドリンクタイムを設定している。残食を減らす一定の

成果があったが14、牛乳の残量が増加傾向にあることから 2018 年度からドリン

クタイムを放課後にするなど時間帯を工夫したり、米飯以外の地元産の米粉パ

ンや麺も献立に入れて多様化したりするなど、見直しも行っている15。 

                                                      
14 産経ニュース「三条市、９月から給食の牛乳廃止正式決定「食べ残し減っ

た」」（2015 年７月１日）。 
15 三条市「平成 30 年度からの学校給食の変更点」

〈https://www.city.sanjo.niigata.jp/material/files/group/27/000117820.

pdf〉（2020 年３月 15 日閲覧） 

（％）デリバリー給食を残す理由（中学生）

（出所）神戸市（2019）「中学校給食に関するアンケート結果報告書」より作成。

図表7
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4-2.改善が求められるデリバリー給食 

 「給食を食べていない」生徒のうち、「一度も食べたことがない」のは 67％で、

「食べたがやめた」のは 29％である。「食べない理由」は、「おいしくない（お

いしくないと聞く）」が全体で 59％であるが３年生では 65％に上る。生徒全体

では「家庭弁当が食べたい」、「評判がよくない」、「おかずが冷たい」、「家族（兄

弟）も家庭弁当」、「量が多い」との理由が挙げられている。「量が多い」は女子

に多く、「量が少ない」が男子に多く、食缶のように量を調整できないランチボ

ックスの欠点が表れている（図表 8）。「牛乳を飲みたくない」が女子は 9.2％と

男子の 3.8％より高く、不満にも男女差がある。 

 

 保護者に対する調査では、給食を「一度も利用したことがない」43％、「継続

して利用している」32％、「利用していたがやめた」20％、「必要な月だけ利用し

ている」４％となっている。「一度も利用したことがない」及び「利用していた

がやめた」の主な理由は、「子どもの希望」89％、「友人等からの評判」29％、「量

が選べない」24％、「申込みが月単位」20％などとなっている。「継続して利用し

ている」主な理由は、「弁当を作らなくて済む」79％、「栄養バランスが良い」65％

となっている。「必要な月だけ利用している」主な理由は、「（梅雨時の衛生など）

時期を考慮」44％、「子どもの希望」32％である。 

 給食への希望として、生徒・保護者共通して、「おかずを温かく」、「デザート

を増やす」、「パンを出す」、「おかずの量が選べる」、「ご飯の量が選べる」、「温か

い汁物」、「温かいレトルト」、「牛乳選択」、「ランチボックスの見た目」、「地元の

食材」などが挙げられている。 

また、「全員喫食」については、否定的な回答が「生徒全体」では 55％である

デリバリー給食を利用しない理由（中学生）

（出所）神戸市（2019）「中学校給食に関するアンケート結果報告書」より作成。
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が、「家庭弁当」の生徒は 67％と高く、「その他（パン）」の生徒が 64％と続く。

「保護者全体」の否定的な回答は 27％と生徒よりは低いが、給食の「利用なし」

の場合 41％、「利用中止」の場合 33％と高くなる。 

「全員喫食」に否定的な理由は、「家庭弁当」支持が生徒全体 43.9％であるが、

女子では 49％、１年生 48％と高い。保護者全体では 12.5％と「家庭弁当」支持

は低い（図表 9）。「給食を食べたくない」という理由は、生徒全体 43.1％であ

るが、３年生は 49％と高く、保護者全体の 58.5％も「子どもが給食を望まない」

と回答している。「アレルギー」を理由とするのは、生徒全体の 2.6％、保護者

全体の 3.8％である。保護者全体の 8.0％は、「給食費の負担」を理由としてい

る。この点については、給食費を支援する就学援助の周知が十分かどうかなど詳

しく要因を分析する必要がある。 

 

 2011 年の神戸市の調査では、保護者に、弁当と給食の選択制を実施した場合

どちらを選ぶかも聞いていた。給食についても、「小学校のような給食」か「業

者による弁当給食（箱弁）」の二通りについて聞いていた。「小学校のような給食」

では、概ね各学校内に給食調理施設があり、給食当番がおかずなどを種類毎にま

とめて入れた容器を運び、教室などで配膳するので、調理後食べるまでの時間が

短く、暖かい物が冷めない出来たてを食べられる。「業者による弁当給食（箱弁）」

では、民間事業者の施設で調理された給食が、あらかじめ一人分ずつ盛り付けら

れて各校に配送されるので、配膳は簡単であるが量の調整は出来ない。 

 「小学校のような給食」の場合、６割以上の保護者が「給食」を選択するのに

対し、「業者弁当による給食」の場合は、「給食」選択は約 15％に減少し、７割

の家庭が「家庭弁当を持参」を選択していた。「小学校のような給食」の場合、

（％）給食の全員喫食について

（出所）神戸市（2019）「中学校給食に関するアンケート結果報告書」より作成。
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兄弟が「小学生以下」の場合は「給食」選択が７割以上に上昇する。「小学校の

ような給食」でも、兄弟が「高校生以上」の場合は、「家庭弁当」選択が平均の

約 20％よりも高い、約 27％に上昇する。他の家族の弁当とあわせて作る状況か

どうかが、「家庭弁当」選択に影響していた。このような意見が現在のデリバリ

ー給食への評価に繋がっていると考えられる。 

 

５．少子化時代の学校給食の可能性 

 近年、公立中学生の完全給食実施率が向上している一方で、夜間定時制高校生

の完全給食実施率が低下している（図表 10）。千葉県では 2018 年から夜間定時

制高校生の給食が廃止された16。定時制高校への進学率は、全世帯では 1.9％で

あるが、生活保護世帯の子どもでは 10.9％と高い(図表 11)17。歴史的には、勤

労学生の夕食支援として、夜間定時制高校で給食が行われてきた。最近の調査で

は、「定時制・通信制」の高校生に朝食欠食が多いこともわかっている（図表 12）。

今日においても経済的な問題等を抱える高校生への支援として給食を実施する

意義は大きい。 

 

                                                      
16 毎日新聞（2017 年 12 月 27 日）。 
17 内閣府（2018）「平成 30 年度子供の貧困の状況と子供の貧困対策の実施状

況」。 

（注）中学校は、公立のみ。
2011年度調査は、東日本大震災の影響で岩手県、宮城県及び福島県が除かれているため
、データ数の少ない夜間定時制高校のデータは除いている。

（出所）文部科学省「学校給食実施状況調査」各年度版より鳫咲子作成。

完全給食実施率の推移（人数割合）

（年）

図表10
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 中学校では、調理場を持つ近くの学校で調理して、保温食缶などで運ぶ親子方

式で給食を開始した北九州市のような例もある18。定時制高校でも小中学校との

親子方式や給食センターからの配食も検討できるであろう。少子化を背景とし

て給食施設への投資が抑制される傾向があるが19、このように高校や学童保育に

                                                      
18 鳫咲子（2016）『給食費未納 子どもの貧困と食生活格差』光文社、185〜

204 頁。 
19 赤木升・髙原悠「これからの学校給食センター整備における課題と可能性」

〈https://blogos.com/article/126594〉（2020 年３月 15 日閲覧） 

（出所）東京都「子供の生活実態調査報告書」2017年。

朝食の状況 （東京都・高校別）

図表12
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も給食のニーズがある。定時制高校だけでなく、全日制高校における給食の実施

も検討に値する。北海道・愛媛県・石川県には、市町の学校給食センターから道

県立高校に給食を届けているところがある（図表 13）20。児童館や学童保育な

ど既存の施設や制度を活用して、子どもの食への支援を充実することが必要で

ある。埼玉県越谷市では、学童保育に給食センターから配食して夏季給食を実施

している21。 

 

 東日本大震災以降、災害時の炊き出し機能を備えた学校給食センターが作ら

れている。北海道伊達市の給食センターでは、防災機能のほか、一般の人が給食

のメニューを食べることができるレストランを併設している22。自衛隊や在日米

軍の基地のある自治体では、炊き出し機能を備えた給食センターは防災施設と

して防衛省の補助金の対象となるため、整備が進んでいる23。 

 給食施設を地域で共有できれば、子どもに限らず、一人暮らしの高齢者にとっ

                                                      
20 関係自治体・高校のホームページ、毎日新聞（2016 年 12 月 2 日）、北國新聞

（2018 年 2 月 16 日） によれば、北海道新十津川町・大樹町・愛媛県今治市・

石川県志賀町で例がある。 
21 阿部彩・村山伸子・可知悠子・鳫咲子編（2018）『子どもの貧困と食格差』

大月書店、125、126 頁。 
22 「だて歴史の杜食育センター」では、災害時には自家発電機と貯水を活用

し、1日最大 9900 食を 3 日間被災者に提供できる（『毎日新聞』2018 年１月 13

日）。「本日の給食」は 1 食 500 円で提供されている。 
23 文部科学省の補助金の補助率（最大 1/2）より高い補助率（最大 3/4）であ

る『朝日新聞』（2017 年 9 月 11 日）。 
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ても有効な施設になる。兵庫県明石市では、中学校給食を全校で開始したことを

きっかけに、ひとり暮らしの 65 歳以上の高齢者を対象に、給食センターからの

給食を「みんなの給食」として地域のコミュニティセンターで月２回程度提供し

ている24。明石市は、2020 年４月から中学校の給食無償化も行う25。 

 大阪市では、2021 年度から予定していた給食無償化を新型コロナウイルスの

感染拡大に対する経済対策として、子育て世帯を支援するため１年前倒して実

施することになった26。学童保育の夏季給食を実施している埼玉県越谷市では、

そのノウハウを活かして、コロナ対策で休校となり学童保育などへ通う小学生

に主食のみであるが提供を行うことになった。各地域での工夫が求められてい

る。 

（2020 年３月 20 日） 

                                                      
24 『神戸新聞』（2018 年 9 月 26 日）。明石市ホームページによれば、費用は 1

回 400 円、月 1,2 回の実施されている。 
25 『神戸新聞』（2019 年 9 月 28 日）。 
26 『朝日新聞』（2020 年 3 月 19 日）。文部科学省ホームページ（2020）「学校の

臨時休業の実施状況、取組事例等について【令和２年３月 19 日時点】」によれ

ば、神奈川県海老名市、鳥取県琴浦町、高知県黒潮町などの例が紹介されてい

る。東京都新宿区は、４月半ば以降、小学生 100 円、中学生 150 円の負担のみ

で、希望者に昼食の提供を行うことになった。また、東京都豊島区、文京区、

奈良県奈良市、兵庫県南あわじ市では、就学援助対象者に昼食費を現金で支給

する。これらの支援には、大規模災害時の就学援助と同様に国費での支援が望

まれる。市民団体による要望としては、「なくそう！子どもの貧困」全国ネッ

トワーク（2020）「「一斉休校時の子どもの昼ごはんを市区町村 （地域）で守

ろう！」緊急要望書」（2020 年 3 月 12 日）などがある。 


